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研究論文 
 
 
A Case Study on Joint Industry-University Education Practice: 
Interview Survey and Analysis on Students from Food-Business Project 
at the Faculty of Business Innovation 
 
細 江 哲 志     田 島 悠 史 
Satoshi HOSOE       Yushi TAJIMA 
 
＜要約＞ 
嘉悦大学では 2012 年度よりビジネス創造学部を開設し、大学での講義と、企業の現場での
実体験を融合させた実学教育を実践している。本研究では、プロジェクト科目の一つである
フードビジネスプロジェクトを題材として取り上げ、初めて学外の企業人やビジネスの現場
に接する学生と指導に当たる教員の経験について、インタビュー調査から明らかにしようと
する。特にプロジェクト初期の就業体験の「失敗」に注目し、不本意な経験や、人間関係の
つまずきが、その後の学びの意欲に大きな影響を及ぼしていることを、グラウンデッドセオ
リーアプローチを用いて描き出している。就業体験への不満や失望の背景には、悩みや相談
を共有する人間関係が構築できていなかったことが原因として存在していたことを指摘し、
後半では、この失敗を踏まえて改善を加えていった教育の改善について事例報告する。特に
「学生同士の共通体験の設計」「食体験を深めるため PBL (Project Based Learning) 型学習の
実践」そして「企業や学外人材との関係強化」を意識した教育コンテンツを中心に紹介して
いく。 
 
＜キーワード＞ 
ビジネス創造学部、インターンシップ、PBL 型学習、インタビュー調査、グラウンデッドセ
オリー 
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1 はじめに 
 
 本研究は、平成 24 年度の嘉悦大学ビジネス創造学部フードビジネスプロジェクトを題材と
し、同科目が初期の段階において「失敗」した原因について、学生の主観的経験から考察し
ていく。後半では、失敗の反省を踏まえて修正していった各種の教育実践例を報告しながら、
学生のキャリア意識や、就業への好奇心を高めるために効果があると考えられる教育的試み
について紹介していく。 
 平成 24 年に創立 110 年を迎えた学校法人嘉悦学園は、同年、嘉悦大学ビジネス創造学部を
開設した。このビジネス創造学部の最大の特徴は、大学の教育理念「怒るな働け」を現代的
に再解釈し、カリキュラムへと実装しようとした点にある。同学部のカリキュラムについて
簡単に紹介すると、まず 1 年生向けの初年次教育として、基礎ゼミや ICT 科目といった基礎
教育科目群が用意されている。2～4 年次に学ぶ科目群としては、専門的な知識を学ぶ座学を
中心としたナレッジ系科目群と、いわゆる研究会にあたるワークショップ系科目群が用意さ
れている。学生は自分が就職を希望する業界を念頭におきながら、ワークショップ系科目に
用意された業種別のプロジェクトを選択し、PBL (Project Based Learning) 型学習やアクティ
ブラーニング、さらには企業とのコラボレーションを体験していく。 
 キャンパスで授業を受けつつ、企業の現場でも文字通り「働きながら」実務経験を積み、
就業に必要となるスキルを培うことができるビジネス創造学部のシステムは、ドイツのデュ
アルシステムに例えることができる。理論や知識の伝達を中心とした従来型の授業と、社会
のニーズに合わせた実践的な職業スキルを体験する機会を、企業と大学がコラボレーション
することで同時期に提供していくからである。また、平成 26 年 10 月に文部科学省の「実践
的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化に関する有識者会議（第 1 回）」で配付さ
れた資料では、株式会社経営共創基盤の CEO 冨山和彦氏による「G 型大学」と「L 型大学」
なる提案がされ、ちょっとした議論を巻き起こしたのは記憶に新しい。旧帝国大学と早慶と
いったいわゆる一流大学のみがグローバルな人材を育てる「G（グローバル）型大学」とし
て存続すれば良く、それ以外の大学はアカデミックな教育をやめ職業訓練教育に専念する「L
（ローカル）型大学」へと変質していくべきだと提案されていたからである。この提案の評
価はさておき、ビジネス創造学部は冨山氏の言う「L 型大学」を一足先に実現しようとした
点において独自性があったと言えるだろう。 
 ビジネス創造学部設立の黎明期には、新任や若手の教員、学部設立の理念に共感した数々
の企業、新しいカリキュラムに合わせて各種の新規業務に苦心した職員、そして新学部に自
分たちの将来を賭けて入学してきた学生たちが、教育理念通りの学部を実現しようと様々な
工夫や試みを行っていた。設立してからまもなく 4 年を迎えようとしている現在も、日々教
員や学生による涙ぐましい努力と新しい教育的取り組みが続けられている。 
 このような背景を前提に、本稿はビジネス創造学部のあるプロジェクトを教育事例として
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取り上げ、学生や教員が経験した失敗体験に着目する。教員や学生がビジネスの現場に迂闊
に関わろうとするとどのような問題に直面しうるかについて、主に学生の主観を通じて描こ
うとするのが本論文のひとつの狙いである。前半ではインタビュー調査から、企業との接点
の初期における経験の質や人間関係のつまずきが、以降の学びの意欲に大きな影響を及ぼし
ていることを指摘する。後半では、失敗の反省をもとに行った各種の教育改善例について取
り上げていく。学習意欲を再起させるための工夫を紹介しながら、教員と学生、そして学外
の人々との交流による「学びのコミュニティ」についての一考を後学の者へと伝えようとす
るのが本論文のもうひとつの狙いである。仮に今後の日本の大学の一部が職業訓練的な教育
の傾向を強めていくのだとしたら、本論文で示すような教育取り組みが参考になるはずであ
る。 
 
2 フードビジネスプロジェクト 平成 25年度春学期における教育実践 
2.1 フードビジネスプロジェクトの概要 
 ビジネス創造学部には業界と提携したプロジェクトが複数存在するが、本稿の題材となる
のはフードビジネスと呼ばれるプロジェクトである。フードビジネスプロジェクトは、未来
の外食産業を支える人材の育成をそのミッションに掲げ、平成25年3月に大手飲食系企業（以
下、A 社）との業務提携を果たしている。A 社との提携の主たる理由は、同社が全国でチェ
ーン店舗展開するレストラン店舗が時間帯ごとにサービスの形式を切り替えながら経営して
いく独特の業務形態が、学生に幅広い経験を与えると考えられたからである。また、A 社に
とっても、次世代の外食産業を担う人材育成に寄与し、実験的教育の成果を社内研修に転用
できることが提携上のメリットとされた。当初の構想では、学生に A社の店舗で研修する機
会を与え、さらには定期的に本社のビジネスプロフェッショナルからマーケティング等につ
いての講義や研修を受けていくことが計画されていた。 
 このフードビジネスプロジェクトを率いることになったのが T 非常勤講師（以下、T 講師）
である。T 講師は嘉悦大学にて初年次教育科目や ICT 教育科目といった科目を数年間にわた
り担当し、就任当時から、学生の主体的な学びを引き出すためアクティブラーニング実践例
や PBL 型の授業運営が高く評価されていた（例えば、平成 23 年度には、授業評価アンケー
トをもとに表彰されるベストティーチャー賞を受賞している）。T 講師にはフードビジネス
科目の学生たちを育成し、かつ、A 社の提供するインターンシップや研修の機会をマネージ
していくことが期待されていた。 
 
2.2 店舗研修の開始と学生の挫折 
 フードビジネスプロジェクトが実質的なスタートを遂げたのは平成 25 年の春期休暇のこ
とである。3 月中旬の約 2 週間、スタートアップとして、大学と A社による合同研修が学生
にむけて実施された。学生は A社施設や嘉悦大学の教室にて企業理念や経営方針のレクチャ
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ーを受け、外食産業についての知識や社会人マナーについて習得し、さらには春学期以降の
目標を設定し、マーケティング調査の初歩的な考え方などを身につけていった。この時期は、
学生、T 講師、そして A社の担当者は互いに活発に交流しており、プロジェクトは順調に切
り出したかのように見えた。 
 同プロジェクトが困難に直面したのは、春学期が始まり学生が仕事現場で実務に関わるよ
うになってからである。4 月から 5 月にかけては、学生は毎週水曜日に A社系列店に出向き、
店舗研修に参加する予定となっていた。社員の手ほどきを受けながら飲食店の業務に関わっ
ていくという、いわゆる一般的な形式のインターンシップを体験していくはずだったが、こ
の試みが始まってすぐに学生と T 講師は大きな挫折を経験する。店舗研修に参加した学生が
口々に 
   「とりあえず行きたくないと思った」    …（男子学生 A） 
   「１日目から嫌になってしまった」       …（男子学生 C） 
   「インターンシップは自分が思っていた世界とかけ離れていて、 
    完全にアルバイトだった。そう、お金がもらえないアルバイト。」 …（男子学生 F） 
   「（こんな程度の内容だったら）うちの（アルバイト先の）店の 
    方が大変だと思った」        …（女子学生 B） 
といった不満を吐くようになり、モチベーションが著しく低下していったのである。ほんの
数回しか店舗研修が行われていないにも関わらず、学生の意欲低下とストレスは無視できな
いレベルになっていった。ある女子学生は、研修日に担当店の前までなんとか出向いたもの
の入り口近辺にて気分が悪くなり、T 講師に電話で半泣き状態で「行きたくない」と強いス
トレスを訴えながら精神的に不安定な状態にまで陥ってしまった（このときは T 講師も企業
サイドと調整を図った上で、女子学生に帰宅を指示している）。 
 これらのできごとを T 講師と A社は深刻に受け止め、店舗研修を一旦中断する。7 月初旬
頃までの間は代替案として他の学習内容（マーケティング調査についての基礎知識の確認、
企業人に向けてのプレゼンテーションの練習など）が大学で行われた。 
 
3 学生インタビュー調査を通じた主観経験の分析 
3.1 学生インタビューの概要 
 学生の混乱と不安は、何によってもたらされたのか。学生の経験を理解し、同プロジェク
トにおける教育の質を改善していくために、関係者を対象としたインタビュー調査が数回に
わたり実施された。本研究に用いたインタビュー調査の概要は下記の通りである。 
第 1 回目インタビュー調査 
・時期：平成 25 年 6 月中旬〜7 月上旬 
・場所：嘉悦大学キャンパス内 
・対象者：フードビジネス履修者 7 名（男 4 名、女 3 名）、T 講師 
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・形式：非構造化インタビュー（原則として個別にデプスインタビューを実施したが、 
希望があった学生には二人一組形式のグループインタビューを実施した） 
第 2 回目インタビュー調査 
・時期：平成 25 年 9 月下旬 
・場所：茨城県ひたちなか市那珂湊地区「古民家カフェ」 
・対象者：フードビジネス履修者 4 名（男 4 名） 
・形式：非構造化インタビュー 
この他にも、学期末にフードビジネスプロジェクトの学生に対してのグループインタビュー
が行われたが、本論文では直接言及しないため、ここでは紹介を省略する。 
 
3.2 学生の主観的経験についての考察（第 1回目インタビュー調査より） 
 店舗研修が失敗した直後に行われた第 1 回目インタビュー調査では、男子学生 4 名、女子
学生 3 名に対し、それぞれ 40 分から 90 分ほどのヒアリングが行われた。主に「プロジェク
トへ抱いている考えや感情」「店舗研修についての振り返り」「プロジェクトの学友や教員
などの人間関係」についての問いかけが行われ、さらに流れに応じて「大学進学への意識」
「進路や将来への考え」についてのやりとりが展開された。 
 ここではまず、学生のインタビュー調査から得られた発言データを用い、春学期の店舗研
修にまつわる主観的経験を読み解いていくこととする。 
 
3.2.1 学生の主観的経験（1）店舗研修そのものへの低い評価 
 学生は店舗研修の初日から、働いている人々、店長、そして店舗そのものへ否定的な態度
形成をしていった様子がうかがえた。店舗研修の 1 ヶ月ほど前に実施された合同研修では、
学生達は A社に対してどちらかというと好意的な印象を持っていたが、店舗研修の初日に抱
いてしまったネガティブな印象はあまりに大きかったようである。店舗研修という学びの機
会そのものだけでなく、A 社や、プロジェクトのあり方、担当教員の指導方法など、あらゆ
る方面に否定的な印象を抱くようになってしまった様子がインタビューからうかがえた。 
 特徴的だったのは、学生は自分が過去に経験したアルバイトや、在学中に勤務しているア
ルバイトと比較しながら、A社の店舗研修を評価していた点である。大学 2 年次ともなると、
それなりのアルバイト経験があってもおかしくはなく、普段のアルバイト先では、重要な仕
事やポジションを任されている学生も多い。こういった学生は、店舗研修について 
 「単なるゴミ置きのようなことを指示された」    …（男子学生 A） 
 「食器洗いも食洗機に入れるだけだった」    …（男子学生 B） 
 「こんな仕事ならアルバイトで何度もやってるよって感じ」    …（男子学生 C） 
と表現していた。店舗研修では雑用作業や単純労働が割り当てられるだけだったことに納得
できなかった（もしくは与えられた指示の意図を理解できなかった）学生が、店舗研修に低
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い評価を与えていった。 
 研修先の人間関係にハードルを感じた学生もいた。普段のアルバイト先では、勤務期間が
長ければ長いほど、アルバイト友達との仲間意識や信頼関係が醸成されている。しかし、店舗研
修では、一転して見ず知らずの人たちと労働しなければいけなくなる。このことを、ある学生は 
 「めっちゃアウェイな感じ」     …（男子学生 F） 
と、スポーツの試合におけるホーム（自分たちの拠点）とアウェイ（敵陣の拠点）に例えな
がら表現していた。アウェイな場、すなわち、仲間がそばにいない状況にて孤軍奮闘しなけ
ればいけないという不安を感じつつ、店舗研修に挑もうとしていたのである。 
 
3.2.2 学生の主観的経験（2）満たされないコミュニケーション欲求 
 一部の学生にとっては、店長やマネージャーといった、責任ある立場の人とのコミュニケ
ーション欲求が満たされなかったことも不満の一因となっていたようである。 
 「通常では知ることができないことが聞きたかったのに、 
  その時間がもらえなかった」      …（男子学生 A） 
 「店長には専門的な経験についてもっと話をして欲しかった」  …（男子学生 B） 
学生が普段勤務するアルバイト先では、店長から業務上の指示を受けることは多々あるもの
の、マネージメントについての考え方やノウハウを耳にすることは、実はあまりない。効率
化された現場であればあるほど、上司と部下の間には業務に限定されたコミュニケーション
しか発生しないからである。だからこそ意欲的な学生にとっては、大学の授業の一環として
提供されるこの店舗研修こそが、組織のマネージメントや人心掌握術などの具体的スキルを
知るための貴重な機会であった。学生の言葉を借りれば、 
 「店舗研修はインターンシップの一環だと聞いていたので、 
  何かを学ぶチャンス」          …（男子学生 B） 
のはずだったのである。日常的なアルバイトでは知り得ない情報を、専門的な立場の人との
交流を通じて自らの学びや進路に結びつけていくことを期待していたが、繁忙な業務を抱え
る店員や店長がそのような対応をしていくことは当然困難なことであり、結果として学生は
失望感を抱くようになったようである。 
 
3.2.3 学生の主観的経験（3）プロジェクトへの帰属意識の欠如 
 学生の声から露呈した最も重要な課題は、同じプロジェクトに所属する学生間のコミュニ
ケーションや、コミュニティ意識が不足していたことである。学生は先立って合同研修や学
内での演習などでグループワークを経験しているが、いかんせん春学期に行われた作業であ
ったため、深い共体験にはならなかったようである。諸課題を遂行するためのグループコミ
ュニケーションはあったものの、例えば食事を共にしたり、自分たちの境遇や価値観につい
て分かち合ったり、一緒に遊んだりといった経験をする機会はほとんどなかったようだった。
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インタビューからは、 
 「（そもそもプロジェクトの学生間で）まだお互いをよく知らない」 …（女子学生 B） 
 「一部の学生のみ 1 年の時から付き合いがあるので親しいけど、他の 
  奴とはほとんど会話したことがない」              …（男子学生 A） 
といった発言が頻繁に聞かれた。 
 4 月からの店舗研修がはじまると、学生は個別に店舗へと配置されていった。複数人数で
の参加は、ペアで店舗に配置された例が 2 回ほどあった程度であった。学生インタビューか
ら聞こえてきたのは、共体験が不足したまま店舗研修に放り込まれていった苦悩である。学
友として語り合ったり相談しあったりするような関係が構築できていなかったため、つらい
経験となってしまった店舗研修についての悩みを共有したり愚痴を吐いたりするカウンター
パートナーが身近なところにいなかったのである。その結果、先に述べた「アウェイ感」が
さらに学生に深まっていったと考えられる。 
 もちろん、繁忙期の顧客対応のために効率化されている飲食店の現場に、複数の学生を投
入するのは現実的ではない。店舗で働く人たちも、忙しい仕事の合間をぬって学生への対応
をしていたことだろう。だからこそ、大学側の工夫が不可欠だったはずである。キャンパス
に戻ってから振り返りの時間を設けたり、もっと意識的に学生同士の情報共有を促進するこ
とができていれば、学生のストレスをもっと軽減することができたのではないだろうか。 
 
3.2.4 学生の主観的経験（4）教員への不信感 
 T 講師への一種の不満もこぼれ出ていた。その様子は、下記の特徴的な発言からも明らか
である。 
 「…T講師はポケモンみたいだ。（企業が）ポケモンマスターで、 
  T 講師は、あれやれ、これやれと言われて動くだけの、ポケモンだ。」 …（男子学生 F） 
 「なんか先生という感じじゃない印象は拭えません」    …（女子学生 A） 
大学教員は、学生を相手に授業を進めるのであれば、それなりの経験や手腕を持った人たち
ばかりである。しかしビジネス創造学部のプロジェクトの教員には、企業人と連携を図った
り、仕事の現場から学びの題材を抽出したりと、大学における一般的なファシリテーション
とは異なった作業も求められる。特にこの時期は、ビジネス創造学部がやっと本格的に企業
とのコラボレーションをスタートしたばかりだったということもあり、教員も不慣れなこと
を多々経験していた。T 講師自身、 
 「これまでに自分が得意としてきた教育的手腕をなかなか発揮することが 
 できず、焦りのようなものがあったことは認めざるを得ません…（中略） 
 企業から依頼された業務や調査依頼をそのまま学生に横流しをするような 
 進め方をせざるを得ませんでした」 
と、当時の苦悩をインタビューのなかで認めている。学生は、T 講師が教育の指導者ではな
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く、企業と学生の伝言ゲームを進める仲介役に成り下がりつつあることを見抜いていたので
ある。 
 
3.3 店舗研修の失敗の背景分析（第 1回目インタビュー調査より） 
 第 1 回目のインタビュー調査の内容は、グラウンデッドセオリーアプローチ（以下、GTA）
を用いて解釈分析を行った。GTAは社会学者のバーニー・グレイザーとアンセルム・ストラ
ウスによって提唱された質的調査の手法[1]の一つであり、インタビューデータなどに立脚し
て仮説や理論の構築を目指すものである。3 つのコーディング、すなわちオープンコーディ
ング、アクシャルコーディング、セレクティブコーディングを通じて、質的データからカテ
ゴリーの形成と組織化・構造化を試みるのがその特徴である[2]。 
 分析初期の段階においては、まずオープンコーディング、すなわちインタビューデータの
断片化と、プロパティ（個別背景や状況を構成する特性や要素）とディメンション（各プロ
パティが持ちうる変数や値、事例など）の付与を通じて対象となる現象への理解度を高めて
いく。その後、断片データのラベル付けとカテゴリー化を行う。 
 表3.3.1は本研究の中心的な分析となる第1回目学生インタビュー調査のデータをオープン
コーディングした例である（紙面の関係上、一部のみ抜粋して紹介している）。 
表 3.3.1 オープンコーディングの結果 
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分析中期においてはアクシャルコーディングと呼ばれる作業を行い、カテゴリー同士を階
層化・構造化していく。オープンコーディングにて整理された各ラベルと各カテゴリーにつ
いて、プロパティやディメンションの関係を確認しながら再編成し、サブカテゴリーを設定し
ていく作業である。表 3.3.2 は第 1 回目インタビューの情報をアクシャルコーディングへと展
開した結果であり、9つのカテゴリーと 20のサブカテゴリーへと再編成した様子を表している。 
表 3.3.2 アクシャルコーディングの結果 
 
【就学前の経験】                      
 サブカテゴリー                          概念 
 外食経験と家族関係 家族や親身な存在から影響を受けた「食」への価値観形成 
 過去のアルバイト経験 高校から大学時代経験したアルバイトの種類や期間 
 学部選択の理由 高校以前にどのような考えをもって同大学同学部への進学を決めたか 
【大学入学後におけるキャリア観形成の芽生え】 
 サブカテゴリー                          概念 
 プロジェクト科目選択の経緯  将来の進路の希望やキャリア観の芽生え 
 初年次における学内の人間関係 初年次における学友や教員との対人関係の形成 
【指導者との信頼関係構築】 
 サブカテゴリー                          概念 
 企業サイドの担当者との関係構築 企業側の指導者の地位、接し方、コミュニケーションの頻度や質から生じる総合
的な印象、好み 
 担当教員との関係構築 プロジェクト科目担当講師への親近感、信頼感、好みの度合い 
【仲間意識を高めるための関係構築】 
 サブカテゴリー                          概念 
 授業における協働経験 プロジェクト科目にて課されてた各種の課題やタスク（作業）を遂行する際の、
協働体験の有無 
 キャンパスライフにおける共通体験 授業外で行動を共にしたり、考えや意見を伝え合ったりする機会の有無 
【インターンシップについての事前知識】 
 サブカテゴリー                          概念 
 店舗研修の実態についての事前知識 業務内容や学びの目的への理解度 
【インターンシップの初期体験】 
サブカテゴリー                          概念 
 店舗研修におけるファーストコンタクト 「初日」に店内や店舗にいる人、店長などに抱いた印象。 
業務についての明快な指示やタスクが与えられていたかどうか。 
【インターンシップへの評価基準】 
 サブカテゴリー                          概念 
 店舗研修へ抱いていた理想との比較 報酬を得ながら専門的なことが学べるかどうか 
 専門的な立場の人から知識の獲得 「店舗マネージメントの実際」を知っている人への好奇心から生じる、専門的な
知識を満たすことができたかどうか 
 店舗研修で実際に得た知識や体験 過去のアルバイト経験との比較をベースに行う研修内容への評価 
 継続のためのモチベーション 店舗研修を継続していくために必要となる報酬やモチベーションの有無 
【インターンシップへの評価】  
 サブカテゴリー                          概念 
 「アルバイトと同じような研修内容」 過去や現在のアルバイト先での経験と比較しながら、研修内容そのものへ抱いた
ネガティブな印象 
 夏期休暇イベントへの期待 夏に予定されているイベント（カフェ運営）についてのポジティブな期待感 
 プロジェクト科目の継続の意志 今後もプロジェクト科目に所属する意志があるかどうか 
【困難を乗り越えるためのコミュニケーション】 
 サブカテゴリー                          概念 
 店舗研修についての悩みの共有 自分達の経験について共有し合ったり、慰めたり、はげましあうような存在がい
たかどうか。またそのような機会があったかどうか。 
 店舗研修についての振り返り 困難だと感じた春学期のインターンシップについて、対策を取ったり改善へ取り
組もうとしたかどうか 
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分析の終盤の作業はセレクティブコーディングと呼ばれる。前述したアクシャルコーディ
ングによって整理されたカテゴリーや概念同士を、時系列や因果関係などによって位置関係
を明らかにし、新しい仮説や理論についてビビッドかつ明快な表現を提供するのが目的であ
る。つまり、調査対象の問題の本質がどこにあるかを明らかにするのがセレクティブコーデ
ィングのゴールである。 
 実際にセレクティブコーディングを行った結果を表したのが表 3.3.3 である。図中に【】で
示しているのはアクシャルコーディングの際に付与したカテゴリー名であり、□で囲まれて
いるのはサブカテゴリー名である。図全体の縦軸（上側から下側）に、カテゴリー間の大ま
かな時間関係を配置している。また、横軸（左側と右側）には、学びの場としての「大学」
と「企業の現場」を区別して配置している。図の中央付近の灰色部分（ ）のエリアは、こ
のインタビュー調査における中心的カテゴリーを表している。 
表 3.3.3 セレクティブコーディングの結果 
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3.4 インタビュー分析のまとめと考察 
 春学期の店舗研修について、インタビューの会話事例や、GTA を用いた分析から学生の経
験の質を中心にあらためて整理してみると、次のようになる。 
1）店舗研修初日に遭遇した様々な経験が、その後の経験の質に大きな影響を及ぼしている。
学生は店舗研修に対して評価を下すような立場を取り、その評価は低い。評価の基準は各自
の過去もしくは現在のアルバイト経験に依存していた。 
2）学生はまた、普段のアルバイトでは当たり前のように経験していた仲間意識や信頼関係が
研修先店舗には無いことに強い違和感を感じ、孤独な心的状況で研修に挑んでいた。 
3）管理職とのコミュニケーションなど、普段のアルバイトでは経験することができないこと
を店舗研修に期待した学生もいるが、そのような向上意欲がある者ほど、欲求が満たされる
気配がないことに気づき失望感を感じていた。 
4）また、そもそもプロジェクトの学生にコミュニティ意識や帰属意識が定着していなかった。
同様の解釈はグランデッドセオリーの結果からも浮かび上がってきている。GTAのセレクテ
ィブコーディングの過程にて、プロジェクトに参加する学生、教員、そして企業人の三者の
関係構築が希薄であり、担当教員への信頼感が低かったことが描き出された。 
5）学生同士の仲間意識も希薄であるということは、店舗経験にて遭遇した困難を乗り越える
コミュニケーション、すなわち悩みの共有や、研修についての振り返りの機会が学内に存在
しないということであり、学生の不満や閉塞感をさらに高めることにつながった。 
  
 上記の解釈分析は、あくまでも学生インタビューから見えてきたことのごく一部であるこ
とは認めざるを得ない。しかし、これらの解釈結果について、他のビジネス創造学部の講師
に意見を聞いてみたところ、それなりに実情に合った分析ができているとの評価を得ること
ができた。ビジネス創造学部黎明期における学生の主観経験、特に、ビジネスの現場に放り
込まれた際の困惑について、描き出すことができているのではないだろうか。 
 さて、これらの課題に対して改善策を講ずるには、店舗研修の現場において学生の受け入
れ体制を整備したり、ビジネス創造学部の特徴に合わせた業務内容を用意してもらう等、企
業側の配慮や努力も必要になってくる。デュアルシステムの大学では、インターンシッププ
ログラムなどの就業体験の在り方そのものや、仕事の現場にて学生が経験すべき（もしくは
学ぶべき）プラクティスについての大学と企業間のコンセンサス、そして企業にとってメリ
ットは何なのか、といったテーマについて探っていく必要があるだろう。当然、企業人への
ヒアリングやインターンシップの現場の実態調査などを平行して行っていく必要がある。本
稿ではそこまで踏み込んだ調査ができていないことを認めざるを得ないが、今後の研究課題
としてここに挙げておく。 
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4  フードビジネスプロジェクト 平成 25年度秋学期における教育改善 
4.1 教育改善の方針 
 T 講師は春学期の店舗研修の失敗を経験した後、学生や A社との調整を図りつつ、大学サ
イドの指導者として実現可能な教育コンテンツについて検討を重ねていった。教育改善の中
心に据えたのは「学びのコミュニティの強化」である。T 講師は春学期の学生の様子やイン
タビュー調査の考察から、「プロジェクトの学生にコミュニティ意識や帰属意識が定着して
いなかった」ことに強い問題意識を抱いた。やがて T 講師は、学生や自身を含むコミュニテ
ィとしてのプロジェクトの在り方を考えるようになる。T 講師は秋学期以降、企業に改善や
協力を求めるよりも先に、自らが率いるプロジェクトの改善にむけて「学生同士の共通体験
の設計」「食体験を深めるため PBL 型学習の実践」そして「企業や学外の人々との関係強化」
を意識した教育コンテンツを提供し始める。本論文は以降、T 講師が行った教育改善の事例
紹介を中心に論を進めていくことにする。 
 
4.2 学生同士の共通体験の設計 
 T 講師が最も意識したのは、学生同士のコミュニケーションやグループワークの機会を増
やすことで、春学期の懸念事項でもあった「コミュニティ意識や帰属意識の欠如」を解消し
ていくことであった。このために、1）共に過ごす時間を増やす、2）プロジェクトの人数を
増やす、そして、3）コミュニケーションの量を増やす、といったことを意図的に仕掛けてい
った。 
 
4.2.1 共に過ごす時間を増やす 
 まず、平成 25 年 8 月から 9 月の夏期休暇にかけて、「古民家カフェの運営」と称する合宿
の機会を提供した（図 4.2.1.1）。T 講師は毎年茨城県ひたちなか市那珂湊地区で行われるア
ートプロジェクト「みなとメディアミュージアム」の代表を務めており、同地域の古民家を
数週間にわたり借りることができた。この古民家を利用し、学生にカフェ経営の機会を提供
したのである。学生は、夏期休暇の前半に企画立案や準備を行い、8 月からはカフェのメニ
ュー考案から顧客サービスなど運営の全てを任されることとなった。 
 第 2 回目のインタビュー調査は、このカフェ運営が行われた古民家にて実施された。当時
カフェ経営に携わっていた中心人物（男子学生 4 名）に、それぞれ 1 時間程度のインタビュ
ーを行っている。インタビューから得られた発言のうち、学生の態度変容がうかがえたもの
をいくつか紹介する。 
 
「（自分は）人見知りというか、普段のプロジェクト活動でも 
自分からしゃべったりとかなくて…知らない人としゃべっている 
イメージがなくて…でも今回みなとカフェに来て思ったのは、 
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あれ、全然自分たちは仲がいいじゃんみたいな。あれ、何か 
すごくない？と、ちょっと思ってる。」      （…男子学生 A） 
 
「実際には、私と Cは大学では、あまりしゃべりませんでした。 
2 人で話すことが実は全然なくて…（中略）でも、合宿を通じて 
C に対するイメージがずいぶんと変わりました。彼は本当は 
仲間思いというか、内面はすごくいい人なのだな、と。合宿を通じて 
印象が変わったというのがあります。あの人、もっとチャラい人だと 
思ってたし（笑）」        （…男子学生 B） 
 
図 4.2.1.1 古民家カフェを運営する学生の様子（写真） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
合宿を機にコミュニケーションの頻度と密度が高まり、お互いに性格や人物像を理解し合
うことで印象が変化している様子がうかがえる。 
 興味深かったのは、T 講師に対する印象にも変化が芽生え始めたことであった。ある学生
は次のように述べている。 
 
「（この合宿やイベントを仕切っている T講師は）学校にいるときと 
雰囲気が違う。T講師の（得意な）フィールドだから、好き勝手 
しているというか、輝いているというか。ここは自分のフィールドだ、 
俺の顔は利くのだぜ、みたいなオーラが出ているのが確かに分かるんです。」 
   （…男子学生 B） 
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 さらには、共に寝食を過ごしていく過程で、日々「次学期以降にどのように学んでいくべ
きか」「お互いにどのような関係をつくっていくべきか」「春学期の店舗研修になぜ強い抵
抗感を示してしまったのか」など、プロジェクトの在り方そのものについて、自ら議論を行
うようになったと報告してきたことも興味深かった。ある学生は 
「この合宿があるまで一緒にじっくり話す時間なんてなかったですよ」 
       （…男子学生 C） 
とインタビューの中で告白している。 
 T 講師は平成 26 年 2 月にも合宿の機会を提供した。新しくプロジェクトに参加した後輩学
生を交えながら、フードアナリスト検定の勉強会のため合宿を行ったのである（図 4.2.1.2）。
この合宿では、検定試験の対策だけでなく、フードビジネスプロジェクトにおける学びのポ
イントについての情報共有や、後輩と先輩の懇親を図る各種のイベントが行われた。 
 
図 4.2.1.2 フードアナリスト検定合宿の様子（写真） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 合宿というイベントはあくまでも短期集中型の共同体験の場ではあるが、学期中の時限に換
算すれば数ヶ月分の時間を共有するに等しい。学習効果が得られることはもちろんのこと、
場を共有することによってコミュニティが醸成されていく点も大きいのが教育上の効果であ
ろう。 
 
4.2.2 プロジェクトの人数を増やす 
 フードビジネスプロジェクトの学生にとって重要な経験となったイベントのひとつに、後
輩学生の受け入れのために行った学内プレゼンテーション大会が挙げられる。ビジネス創造
学部の 1 年生は秋学期必修科目「プロジェクトエントリー」を経て、どのプロジェクトへ参
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加するか決めていく。その際に重要な判断材料となるのが秋学期後半に行われる学内プレゼ
ンテーション大会である。それは、本研究が対象としている学生たちにとっても、下級生と
の接点が生じる重要な機会であった。T 講師は上級生と下級生のナナメの関係（利害関係の
ある親や教員でもなく、同じ視点になりがちな友達関係でもない、先輩後輩の人間関係のこ
と）こそが学生間の人間関係に厚みを持たせると考え、このプレゼンテーション大会の指導
に力を注いだ。特徴的だったのは、プレゼンテーションの資料作りといった表面的な作業の
みならず、下級生に向けてコミュニケーション戦略そのものを学生自身に考えさせたことで
ある。プレゼンテーションの際には、担当教員や社員も壇上で話す必要があったが、その内
容や時間配分までもほぼ学生に任せた。学生が仕上げたプレゼンテーションが、その力点を
「プロジェクトの楽しさ」に置いていたのは大変興味深い。この頃には、学生たちが自らの
プロジェクトを「楽しいもの」であると意識しはじめたことを象徴していたからである。自
分たちの経験を踏まえ、後輩学生にも学びから楽しさを経験して欲しいという願いを込めな
がら、プレゼンテーションを実践したのであった。 
 結果的にプレゼンテーションは 1 年生から好意的な評価を受けた。全てのプロジェクト中、
フードビジネスプロジェクトへの希望者が最大数を記録している。この一連の出来事につい
て、T 講師は下記のように評価している。 
 
「もちろん重要なのは、ゼミ希望者が多かったことではなく、学生主体で 
プレゼンテーションを企画し、結果を出したということです。結果的に 
（後輩学生から好意的な評価を得たという）この体験は、彼らの成功体験と 
なりました。春学期に指導し切れなかった、学生間の人間関係の強化を、 
自分たちの力で勝ち取ったとも言えるでしょう。また、ゼミに対する 
愛着も深まったと思います」  
 
4.2.3 コミュニケーションの機会を増やす 
 平成 25 年度の夏期休暇を境に、T 講師とフードビジネスプロジェクトの学生は Facebook 
（http://www.facebook.com/）をコミュニケーションツールとして積極的に活用するようにな
る。Facebookはやがて単なる連絡手段としてだけでなく、学生の共同体験の形成と蓄積の場
として重要な意味を持つようになった。 
効果的に機能していたコミュニケーション活動のひとつに、「食に関する Show & Tell ワ
ークショップ」が挙げられる（図 4.2.3）。これは、学生それぞれが関心を抱いた飲食に関わ
るニュースや、評判や噂になっている飲食店などについて、交互に Facebook の専用コミュニ
ティに投稿していく取り組みである。Facebookの基本機能を用いるだけなので作業そのもの
は難しくない。そのかわり、学生は日常的な習慣として、食に関する情報に日々アンテナを
張り巡らし、同じプロジェクトの学生に分かり易いように情報を簡潔かつ明確に整理して表
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現していくことが求められるようになる。 
 Facebook はそもそもコミュニティの形成に有用な SNS である。学習の現場に導入し、講師
などが的確なファシリテーションを行えば、学内外の活動を円滑に支援することもできる。
学生への日常的な連絡に用いたり、フィールドワークの際に報告してくるメッセージや写真
に向けて随時適切なコミュニケーションを働きかけていくことは、信頼関係の向上にもつな
がる。また、Facebook にて学生と講師が活発に交流している様子を他学生が確認することが
できれば、プロジェクトが活性化しているとの実感を得ることもできるだろう。Facebook を
用いて学生同士や教員とのコミュニケーションの機会を増やしていったことが、コミュニテ
ィ意識の醸成につながったと言える。 
 
図 4.2.3 Facebookで行われた「食の Show & Tell」（写真） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3 飲食業界についての理解を深めるため PBL型学習の実践 
 秋学期には T 講師の指導のもと、各種のフィールドワーク活動、制作活動、調査活動とい
った複数の PBL 型学習が展開された。それらの多くは、正規の授業時間外に行われ、また、
地域や仕事の現場など、キャンパス外で行われることが多かった。ここでは飲食業界につい
ての理解を深めるために有効に機能したと考えられる PBL 型学習の例を一部紹介していく。 
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4.3.1 飲食店についてのフィールドワーク 
 平成 25 年度秋学期には、PBL 型学習の一環として、フィールドワークと称した食事会が 
不定期ながら開催されていった（図 4.3.1.1）。この活動の狙いは、学生の食体験の幅を広げ、
外食産業の多様性への気づきを促すことにあった。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 学生の外食店での経験を問うてみると、コンビニエンスストアのお弁当や、有名ファミリ
ーレストランばかりが挙がる。外食産業で働くより先に、食体験の向上を図ることが業界へ
の好奇心に結びつくのではないかと T 講師は考えたのである。フィールドワークの題材とな
る飲食店の候補は学生が交代で決め、選定の基準としてチェーン店は除外することや、T 講
師と学生全員が納得できるようなサービスやメニューを提供していること、さらには自費で
支払うことができるかどうかが焦点となった。食事会の開催後は、食品・サービス・内装・
立地等の項目についての気づきをレポートとしてまとめ、報告することが課された（図
4.3.1.2）。 
 
図 4.3.1.2 RODEO DINNERでの食事会後のインタビュー（写真） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3.1.1 和割烹なかじまでの食事会（写真） 
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 いわゆる孤食が当たり前となり、また、経済的な理由からファーストフードやコンビニ弁
当の類を頻繁に摂取している若者の日常生活を踏まえると、T 講師のような働きかけがなけ
れば新しい食体験に遭遇することは難しいだろう。また、共に食事について語り合う機会や、
食体験への気づきを共有する機会がなければ、商品としての食事の在り方や業界そのものに
ついて俯瞰して考える習慣も身につかない。 
 T 講師はこの PBL 型学習のフィールドワークを振り返りながら、「共に食事をしながら一
体感を得る」という単純な行為がもつ可能性について指摘している。共に食事をするという
行為を意識的に展開することで、食体験を媒体としたコミュニティ活動やネットワーキング
活動の拡大が期待でき、外食産業における人材育成の教材になり得ると主張している。同様
の試みとして、社会学者加藤文俊による「カレーキャラバン」なる活動がある。加藤はカレ
ーの協同調理というイベントを頻繁に行い、人々が揃って食べる場面を設計し、新しいかた
ちの接点（コンタクト・ポイント）を産み出している[3]。食事体験そのものが学びの機会と
なり得ることを、両者の実践例は示している。 
  
4.3.2 地域特産品プロモーション動画の制作 
 平成 26 年 3 月には、PBL 型学習の一環として「知られていない（有名でない）地域特産
品のプロモーション動画を制作する」という課外活動が実施された。少人数のグループでい
くつかの地域を実際に歩いて回り、地域の特徴とその特産品について調査し、動画を制作す
る過程を通じて地域特産品のマーケティング価値について考える機会を与えたのである。 
 
4.3.3 飲食業界を対象にしたインタビュー調査の実践 
 外食産業で活躍する 20 代～30 代の人に対して学生達がインタビューを実施していくとい
う、社会調査の方法論を用いた PBL 型学習も行われた。円滑なインタビュー調査を遂行する
ためには、適切な問いをゲストに投げかけるという、主体的なコミュニケーション能力が求
められる。学生には、この問いかけのなかに飲食業界で働くことについての興味関心を埋め
込んでいくような工夫が求められた。インタビューの成果は新聞や雑誌の記事のような表現
にまとめられていった（図 4.3.3）。飲食業界で働くことの現実を、第三者にも読んでもらえ
るようなポジティブな表現に落とし込んでいく作業を通じて、学生達にも飲食業界について
のポジティブな側面に気づいてもらうことが狙いであった。 
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図 4.3.3 インタビュー調査をまとめた作品（写真） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.4 企業や学外の人々との関係強化 
4.4.1 インターンシップ提携企業との信頼関係回復 
 秋学期に予定されていた A 社でのインターンシップ（平成 25 年 9 月から平成 26 年 1 月）
は、慎重に練り直す必要があった。春学期の店舗研修の失敗経験から、学生は提携先企業で
ある A 社にいささか過度な恐怖心を抱いてしまっていたからである。また A 社にとっても、
当初計画していた通りの教育プログラムが展開できなかったことから、学生活動への期待が
薄れていたのも事実である。学生の自信を回復しつつ、社会に繋がる機会を改めて提供し、
かつ、提携先の企業との信頼関係を再構築していくために、T 講師と A社は次のような配慮
を施した。 
 まず、学生にとって時間的負担や作業的な負担、さらには心理的な負担が大きくならない
よう、学生を個別に別店舗の研修に送り出すことはやめ、A 社にてグループでインターンシ
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ップを受けることとした。また店舗業務に密接した内容よりも、リスクマネージメントやシ
ョップアドバイザー（店舗管理業務）に関するレクチャーなど、社内の人材育成教育を簡素
化した講習を展開することにした。本社での研修を繰り返すことで、学生の A社に対する抵
抗感を払拭し、さらには社員の方々とのコミュニケーション機会を増やすことで、春学期の
店舗研修に欠けていた「管理職の考えや価値観、ノウハウ」に触れることができるようにし
たのである。 
 これが功を奏し、学生と A 社の関係は再び安定したものになりつつある。A社は学生に新
しい課題や調査テーマを定期的に課していくようになり、学生も A社の期待に応えようとモ
チベーションを高め、信頼関係は復活していった。平成 26 年 3 月より A 社スタッフの指導
で進められている「20 代のビジネスパーソンを対象とした次世代カフェ業態の提案」なる企
画は、その良い例である。調査テーマを決定した後は、各週の進捗報告と、定期的な調査報
告プレゼンテーションを円滑に進めている。ちなみに学生達はこの調査を進めるにあたり
Google フォーム（http://docs.google.com/）といったオンライン型協働ドキュメント作成環境
や、Facebookを通じたアンケート回答の呼びかけなどを自ら提案しており、各種の PBL 型学
習の経験が活かされている様子がうかがえた。 
 
4.4.2 学外とのネットワーク拡大 
 フードビジネスプロジェクトの秋学期のもう一つの特徴としては、それまであまり接する
ことがなかった学外の人々との交流を加速していったことが挙げられる。T 講師は、A 社と
の提携だけでは、社会人や外食産業に対して学生が抱くイメージが限定的になることを危惧
していた。結果として T 講師は、平成 25 年度秋学期に、若手人材育成に関心を抱いている
ベンチャービジネス型の飲食系企業と新しく連携を築くことに成功している。このベンチャ
ー企業からの社員（以下、N）はフードプロジェクトの試みに共感し、自身の余暇時間を活
用しながらボランタリーな立場として同プロジェクトに参加するようになる。N の役割はや
がて、学生の面談と相談、フィールドワーク活動の支援、次世代カフェ提案企画におけるア
ドバイスといった作業のアシスタントなどへと拡大していく。また、N から学生に向けてイ
ベントの企画提案が行われることもあった。N が企画したイベントの一つに、築地市場の早
朝見学会がある（図 4.4.2）。それまでは飲食店にばかり着目していた学生達にとって、市場
という仕事現場の見学会は刺激的だったようである。先に述べた学内プレゼンテーション
大会においても、築地市場の見学会が同プロジェクトの楽しさを示すイベントであったと
効果的にアピールされている。Nはその後もフードビジネスプロジェクトの学生対応や、イ
ンタビュー記録の蓄積といった教育業務を担うようになり、その貢献が認められ平成 26 年度
には同科目の TAとして採用されるに至る。平成 27 年度からは非常勤講師として同科目を担
当する予定となっている。 
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図 4.4.2 築地市場の見学（写真） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5 おわりに 
 本稿では、嘉悦大学ビジネス創造学部フードビジネスプロジェクトにおける「失敗事例」
についてインタビュー調査を中心とした解釈分析を行い、また、外食産業への関心を育成し
うる新しい教育的取り組みについて紹介してきた。大学の教育陣には、外食産業やビジネス
経営を専門にする者は少なくない。しかし、現実社会に根ざした就業体験を指導していくこ
とは、一般的な大学教員にとっては力が及ばないことも多々ある。特に、仕事の現場（今回
は店舗研修）にて、学生が実際にどのような経験をしているかを知り得る機会を増やしてい
くことは、FD の観点からも急務であろう。本稿ではインタビュー調査をもとに学生の主観
的経験について掘り下げた解釈分析を行ってきたが、今後は定量的な調査や、教育効果の測
定、企業サイドの視点をデータとして取り込みながら、デュアルシステム型の大学における
包括的な教育戦略へと練り上げていく必要があるだろう。また本稿では、アクティブラーニ
ングや PBL 型学習の方法論を駆使し、食についての多彩な経験を学生のライフスタイルに埋
め込んでいく実践例を紹介している。幸いにも、これらの試みを継続していった結果、最近
では大学の外部の人々やコミュニティと積極的に連携を深めることができ、学生にとっては
社会人育成教育としての効果も発揮されつつある。同様に、フードビジネスプロジェクトの
教育に関心を示して頂ける外部関係者に恵まれたため、「外食産業についての学びのコミュ
ニティ」を醸成する教育的取り組みが実践できた。今後はより戦略的に外部の飲食業経験者
との提携を図り、学生にさらなる幅広い視点を提供していくことが求められる。 
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